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Research on Current Employment StatusOf Persons Completed the PrevocationalTraining Course  

Kumiko UENO＊，TsutomuIWAYA＊．NoriakiSUGIHARA＊，  

Kouzou URABE＊．chikako YAMAKl＊＊   

This researchiscarriedoutinor〔1er togetthebasic〔lataoncurrentemploymentstatusofthose who  

COmpleted the PrevocationalTraining Course provide〔1in the General Rehabilitation Course of the  

NationalRehabilitation Center，and to get data to help forimplementationof PrevocationalTraining．The  

COnClusionwasturnedoutasfollowthosewhograduatedengagedin‖thegeneralwork‖decreasedyear  
by year andl’the self－emPloyed‖felldrastically，On the other hand”those employed at sheltered work’’  

rose remarkably．AIsoit was foundincome declined downward regardless of any category of workers．  

From the viewpointoftheeffectivenessofthe PrevocationalTraining，the70％of the respondent tothe  

questionnaire gave the reply such asl■helpful’’or’lbeneficial‖．Regarding to the desirable occupational  

CategOry tO be engagedin，mOSt Of●’the generalworker’’or‖the self－employedT’hope keeping things as  

theyare，Ontheotherhand’一theshelteredworker－10r”theunemployed‖hopetobeemployedsoon．About  

One－fourth of the respon〔1ent to the questionnaire hope tobe re－trained with PrevocationalTraining，and  

those hoping to get training of OA equipment such as the personalcomputer．   

Throughout this research，Current employment＆1iving condition of those who completed the course  

PrevocationalTraining became clear and their feedback ＆ demand for PrevocationalTraining were  

integrated．This willbe helpfulfor theimprovement on PrevocationalTraining and support for their  

future employment．  

キーワード：職能訓練、就労形態、不就労、有用性、希望進路、再訓練  

1．はじめに   

本調査は、国立身体障害者リハビリテーションセン  

ター更生訓練所（以下、「当センター」という。）の一  

般リハビリテーション課程の入所者で職能訓練を修了  

した者の就労状況等を把握し、今後における職能訓練  

の運営に資するための資料を得ることを目的として実  

施した。   

「職能訓練修了者就労状況等調査」は、平成3年度  

に1回目を実施し、その後約5年ごとに実施してきて  

いる［1］，［2］。今回の調査は、平成10年度に実施した国  

立職業リハビリテーションセンター（以下「職業リハ  

センター」という。）と合同の修了者実態調査（創立  

20周年記念事業）［3］を含めると、4回目の調査であっ  

た。  

軍 国立身体障害者リハビリテーションセンター更生訓練所  
土童国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所  

’Training Center，NatiollalRehabilitation Center for  
Persons with Disabilities  

＋－ResearchInstitute，NationalRehabilitationCenter for  
Persons with Disabilities  
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表1 回答者の概要  表2 居住地別にみた回答者数  

区  分   平成15年度l平成8年度  平成3年度   
性別  

男  88（70．4）43（68．3）  115（71．0）   

女  37（29．6）20（31．7）   47（29．0）   

障害の種類別  

肢体不自由  106（84．8）48（76．2）   142（87．7）   

搬体不自由の原因疾病：内訳）  

2   

書  

頸・脊髄損傷  3 （2．8） 2 （4．2）14 （9．9）   

脊髄性疾患  7 （6．6） 3 （6．3）11（7．7）   

骨関節疾患  2 （1．9）1（2．1） 2 （1．4）   

進行性筋萎縮症  2 （1．9） 2 （4．2）1（0．7）   
切断  1（0．9） 0 （0．0） 3 （2．1）   

その他  10 （9．4） 4 （8．3）12 （8．5）   

聴覚・言語障害  5 （4．0） 5 （7．9）   18（11．1）   

視覚障害  13（10．4）10（15．9）   2 （1．2）   
内部障害  1（0．8）0 （0．0）   0 （0．0）   

障害の程度肘≡喜芸苧諾諾ぎほ、  

1 級  42（25．9）         48（39．0）26（41．3）   

2 級  47（38．2）26（41．3）   76（46．9）   

3 級  15（12．2） 4 （6．3）   31（19．1’）   

4 級   3 （2．4） 2 （3．2） 2 （1．2）   

5 級   6 （4．9） 4 （6．3）  7 （4．3）   
6 級   4 （3．3）1（1．6）  4 （2．5）   

年齢階級別   

～24歳   29（23．2）22（34．9）  27（16．7）   

25～29歳   41（32．8）17（27．0）  57（35．2）   

30～39歳   37（29．6）13（20．6）  40（24．7）   

40～49歳   10 （8．0） 6 （9．5）24（14．8）   

50歳～   8 （6．4） 5 （7．9）14 （8．6）   
計  125（100．0）63（100．0）  162（100．0）   

地 域  都道府県  人  数   

北海道  3（2．4）  

青 森2（1．6）  
北海道・  

山 形  2 （1．6）  

福 島  7 （5．6）   

群 馬   2 （1．6）   

栃 木  4（3．2）  

茨 城  5 （4．0）  

関  埼 玉 24（19．2）   87 （69．6）  

東 京  42（33．6）  

千 葉  5 （4．0）  

神奈川  5 （4．0）   

新 潟  6 （4．8）   

甲信越・北陸        11  （8．8）  

富 山  2（1．6）   
愛 知  1（0．8）   

東海・、       5  （4．0）  

兵 庫  1（0．8）   
愛 媛   

四  国  1（0．8）  2 （1．6）  
高 知  1（0．8）   

福 岡  1（0．8）   

九州・沖縄       3 （2．4）   鹿児島tl（0．8）  

沖 縄」1（0．8）   

計  125（100．0）125（100．0）   

※（）内は％  

※（）内は％   

今回は調査票を作成するに当たり、より回答しやすい  

ように調査項目や調査内容の精査・見直しを行い、記  

述式の質問を選択式に変更するなどの修正を行った。   

本稿では、今回の調査結果について報告するととも  

に、今後の職能訓棟の課題について考察したい。  

2．方法  

2．1．調査対象   

平成8年度から平成14年度までの間に当センターで  

の職能訓練を修了した172名（職業リハセンターヘ移  

行した者を除く）のうち、住所不明、死亡等の者を除  

く、164名を調査対象とした。  

2．2．調査方法   

郵送によるアンケート調査とし、平成15年7月1日  

現在の状況について調査を行った。郵送の締切を8月  

未までの期間としていたが、回収率が少なかったため、  

末l亘1答者に電話連絡をし、9月末までに期間を延長し  

た．＝．その結果、平成15年7月～9月未までに回収され  

た調査票は125票で、回収率76．2％であった。なお、  

本調査の主旨は文章にて提示し、同意を得た上で実施  

していることを付記する。  

2．3．集計等   

評価結果は、単純集計または関連する項目によって  

クロス集計を行った。また、過去2回の当センター職  

能部で実施した職能訓締修了者就労状況等調査結果と  

比較・分析した。なお、平成10年度に実施した修了者  

実態調査は、対象に職業リハセンターの修了者が含ま  

れるため、原則として除外した。  
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象としているが、埼玉県24名（19．2％）、東京都42名  

（33．6％）を合わせると66名（52．8％）であった。ま  

た、北海道・東北地方17名（13．6％）、関東地方87名  

（69．6％）、甲信越・北陸地方11名（臥8％）を合わせ、  

115名（92．0％）と東日本中心で大多数を占めた。  

3．2．就労形態  

3．2．1．現在の就労形態   

現在の就労形態（表3）で最も多かったのは、授産  

施設や小規模作業所などで働く「福祉就労」（36．8％）  

であった。企業等（福祉工場を含む）で働く「一般就  

労」は26．4％、「自営・内職」は5．6％、「不就労」は  

31．2％であった。過去の調査と比較すると、「一般就  

労」の割合が調査の実施年度ごとに減少してきており、  

「自営・内職」の構成割合も前回調査の4分の1となっ  

ていた。また、「福祉就労」は前回調査の約2倍の割合  

であった。  

3．2．2．職能訓練修了後の就労形態の変化   

職能訓練修了後の就労形態の変化の状況（表4）で  

は、職能訓練終了時と調査時の就労形態別の数値を比  

較すると、「一般就労」28名（22．4％）から33名  

（26．4％）、「自営・内職」は4名（3．2％）から7名  

（5．6％）、「福祉就労」は34名（27．2％）から46名  

（36．8％）と増加し、「不就労」は59名（47．2％）から  

39名（31．2％）と減少していた。  

3．3．就労形態別の状況  

3．3．1．一般就労の者の状況（33名）   

「一般就労」の状況（表5）をみると、仕事内容で  

は、経理等事務が13名（39．4％）と最も多く、次いで  

クリーニングの4名（12．1％）となっていた。前回の  

調査結果と比較すると、前回最も多かったクリーニン  

グの割合が61．1％から12．1％へと減少し、経理等事務  

が16．7％から39．4％に増加していた。   

勤務形態は、臨時社（職）員が最も多く19名（57．6％）、  

3．調査結果  

3．1．回答者の概要   

回答者の概要（表1）では、性別は男女比、7：3  

であり、過去の調査結果と比較しても大きな変化はな  

かった。障害の種類別では、肢体不自由が106名  

（84．8％）と大多数を占め、他の障害については、視  

覚障害13名（10．4％）、聴覚・言語障害5名（4．0％）、  

内部障害1名（0．8％）であった。また、肢体不自由  

の原因疾病別にみると、脳血管障害30名（28．3％）、  

頭部外傷28名（26．4％）、脳性まひ23名（21．7％）が  

上位を占め、すべて脳原性疾患であり、この3疾患を  

合わせると76．4％であった。さらに、過去の調査結果  

と比較すると、これまで脳性まひが約4割と最も高い  

割合を占めていたが、今回の調査では、脳血管障害が  

最も多く、次に頭部外傷であった。これらは、高次脳  

機能障害の原因疾患として取り上げられている疾患で  

ある［4］。これらの疾患が必ずしも高次脳機能障害の症  

状を呈するわけではないが、少なからず職能訓練の利  

用者の障害の質が変化してきていることが推察される。  

障害の程度別では、1級（39．0％）、2級（38．2％）  

を合わせると77．2％となり、1・2級の重度障害者が  

全体の4分の3以上を占めた。   

年齢階級別にみると、40歳未満の者が全体の85．6％  

と大多数を占め、その中でも25～29歳が32．8％と一番  

多く、次いで30～39歳の29．6％、24歳以下の23．2％  

であった。   

都道府県別（表2）では、入所者の募集は全国を対   

表3 就労形態別の状況  

区  分  平成15年度  平成8年度  t平成声年度  

66（40．7）  一般就労  33 （26．4）  18 （28．6）   

自営・内職  7  （5．6）  14 （22．2）  19 （11．7）  福祉就労1年6（36．8）   12 （19．0）  39 （24．1）   
不 就 労 39 （31．2）   19 （30．2）36 （22．2）   
不  明 －  － 2 （1．2）   

計  1125（100．0）   63（100．0）162（100．0）   

※（）内は％   

表4 センター修了時の就労形態と現在の就労形態  

調 査 時 の 就 労 形 態  

自営・内職  福祉就労  
不就労  計A   

l変化率  
久一  B仏×100（％）   

一般就労   19  2   7   28 （22．4）   9   32．1   

自営・内職  3   4 （3．2）   25．0   

福祉就労   2  30   2   34 （27．2）   4   11．8   

不 就 労   12   4   13   30   59 （47．2）   29  49．2   

計   33（26．4）  7 （5．6）  46 （36．8）  39 （31．2）  125（100．0）   43   34．4   

※（）内は％  
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表5 一般就労の状況  表7 仕事への満足度  

区  分  平成15年度  平成8年度  平成3年度   

仕事内容  

経理等事務  13（39．4）3（16．7）   17（25．8）   

クリーニング  4（12．1）  11（61．1）  24（36．4）  

組立・加工   1（3．0）  0（0．0）  4（6．1）  

製図   1（3．0）  1（5．6）  0（0．0）  

簡易作業   1（3．0）  0（0．0）  0（0．0）  

印刷製本関係  1（3．0）  0（0．0）  3（4．5）  

織物   0（0．0）  0（0．0）  0（0．0）  
縫製   0（0．0）  0（0．0）巨 2（3．0）  

その他   11（33．3）】3（16．7）16（24．2）  

無回答   1（3．0） 0（0．0） 0（0．0）   

勤務形態  

正規社（職）員  12（36．4）  11（61．1）  47（71．2）  

臨時社（職）員  19（57．6）  7（38．9）  13（19．7）  

その他   1（3．0）  0（0．0）  3（4．5）  

無回答   1（3．0） 0（0．0）   3（4．5）   

勤労収入  

10万円未満   15（45．5）  3（16．7）  15（22．7）  

10～15万円未満  9（27．3）  9（50．0）  29（43．9）  

”  

20～25万円未満  2（6．1）  1（5．6）  0（0．0）  

25万円以上   0（0．0）  0（0．0）  1（1．5）  

無回答   1（3．0）  0（0．0） 3（4．5）  

計   33（100．0）  18（100．0）66（100．0）   

区  分   平成15年度平成8年度     平成3年度   

満足している   14  （42．4）14   （77．8）  30（45．5）   

まあまあ満足している  四  （33．3）  

どちらともいえない  3  （9．1）  4  （22．2）  26  （39．4）   

やや不満である   2  （6．1）  ‾l ‾  

不満である   ロ  （3．0）  0  （0．0）7  ■   （10．6）   

無回答  2   （6．1）  O（0．0）   31（4．5）   

計   ‖  33  （100．0）  18  （100．0）  66l（100．0）   

※（）内は％  

表8 転職の状況  

区 分   
平成15年度  

蜃！年度  
女   計   

メ24（36．4  
な し  21（77．8）2（33．3メ23（6叫   137（56．1   
無回答  0（0．0）0（0．0」  0（0．0メ 0（0∬J5（7．6   

計  27（100．0）6（100．0  

※（）内は％  

表9 転職の理由  N＝10  

区 分  内  容   人数   

会社都合   倒産・人員整理があった   3  

仕事内容が合わなかった   2  

自分の能力以上の仕事だった  ロ  

仕事内容              会社の将来性に不安があった  ロ  

他にいい仕事が見つかった   

仕事が減った  1  

待 遇  残業が多かった  い  

昇進・昇格がなかった   l 

通勤が大変だった   

身体状況  

身体の具合が良くなった   

鵬でのコミュニケーションがうまくとれなかった  2  

職場環境        職場の人の障割こ対する理解が足りなかった  3  

職場設備の配慮が足りなかった  口   

その他  2   

※1 （）内は％  

※2 勤務形態の臨時社（職）員は、アルバイト・パートを含む  

※3 勤労収入は平成15年度は5月分、平成8年度、  

3年度はそれぞれ7月分を示す。  

また、税金・残業等諸手当を含み、ボーナスは除く。  

表6 勤労収入以外の収入の内容  

年金収入  年金以外の収入   人  数   

なし  12（50．0）  

家族の援助  

障害基礎年金            21（87．5）  
その他   1（4．2）   

障害厚生年金  なし   l  

家族の援助   
年金なし  1（4．2）  

1（4．2）   

無 回 答  1 （4．2）   

計  24（100．0）   

※複数回答  

表10 自営・内職の仕事による収入と仕事内容  

区  分   人数   仕事の内容   

5千円未満   3  トールペイント1、織物2   

5千～1万円未満   0  

1～3万円未満   2  七宝焼き1、事務1   

3～5万円未満   0  

5～10万円未満   6  造形作家1   

無回答   1 織物1   

計   7   

※1（）内は％  

※2 「障害厚生年金」は、障害基礎年金の併給者を含む  
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表11自営・内職以外の収入の内容  正規社（職）員は12名（36．4％）であった。過去の調査  

結果との比較では、正規社（職）員は調査年度ごとに減  

少し、平成3年度調査時の約半分となっており、逆に  

臨時社（職）員は平成3年度調査時の約3倍となって  

いた。   

勤労収入は、今回の調査では10万円未満が15名  

（45．5％）と約半数近くを占めており、10～15万円未  

満が9名（27．3％）、15～20万円未満が6名（18．2％）、  

20～25万円未満が2名（6．1％）と収入の多い階級に  

なるほど、その割合が減少していた。前回調査までの  

最頻値は10～15万円未満の階級であったが、今回は  

10万円未満であった。   

勤労収入以外の収入については、33名中24名  

（72．3％）が「あり」、9名（27．3％）が「なし」であっ  

た。勤労収入以外の収入があった者のうち、何らかの  

年金収入のあった者が23名中21名（87．5％）を占めた  

（表6）。   

仕事への満足度（表7）に関して、これまでの3段  

階評価を、今回の調査から5段階評価へ変更した。  

「満足している」14名（42．4％）、「まあまあ満足して  

いる」11名（33．3％）を合わせると25名（75．7％）が  

現状に満足しているという状況であり、前回調査時の  

構成割合（77．8％）とはぼ同様の状況であった。また、  

「やや不満である」2名（6．1％）、「不満である」1名  

（3．0％）を合わせると、3名（9．1％）であり、その理由  

は、「給与が低い」1名、「会社の将来に不安がある」  

1名、「その他」1名であった。   

転職の状況（表8）は、就職している者33名中10  

名（30．3％）が転職を経験していた。男性は27名中6  

名（22．2％）と比較的定着しているのに対し、女性は  

6名中4名（66．7％）が転職を経験していた．。また転  

職の理由（表9）で最も多かったものは、「倒産・人  

員整理があった」「職場の人の障害に対する理解が足  

りなかった」がそれぞれ3名ずつであった。次いで、  

「仕事内容が合わなかった」「職場でのコミュニケーショ  

ンがうまくとれなかった」がともに2名であった。  

3．3．2．自営・内職の者の状況（7名）   

「自営・内職」の仕事内容と収入の状況（表10）を  

みると、仕事の内容によって収入の幅が大きく違って  

いる現状がみられた。   

仕事収入以外の収入に関しては、年金収入は7名全  

員にあった（表11）。   

当センター修了後の就職経験のある者は一人もいな  

かった。   

年金収入   年金以外の収入   人数   

なし   

障害基礎年金  
l  6   

なし   2  

家族の援助   
障害厚生年金  

11  

家族の援助＋公的手当て   II1 

計  ■7   

表12 福祉就労の作業内容  

区  分   人 数   

組立・加工   4 （8．7）   

簡易作業   9（19．6）   

織物   7（15．2）   

縫製   2 （4．3）   

事務   1 （2．2）   

印刷製本関係   6（13．0）   

クリーニング   7（15．2）   

その他   6（13．0）   

無回答   4 （8．7）   

計   46（100．0）   

※1 （）内は％  
※2 その他の内訳：メールサービス1、花売り・陶芸1、／りコンによる  

文章校正・作成1、データベース1、レザークラフト1、その他1   

表13 作業工賃の状況  

区 分   平成15年度  平成8年度  平成3年度   

9（19．6）   0（0．0）  4（10．5）   

9（19．6）  1（8．3）  0 （0．0）   

1～3万円未満  19（41．3）  8（66．7）  20（52．6）   
3～5万円未満  2 （4．3）  1（8．3）  6（15．8）   

5～10万円未満  2 （4．3）  1（8．3）  6（15．8）   

10～15万円未満  0 （0．0）  0 （0．0）  1 （2．6）   

無回答   5（10．9）  1 （8．3）  1 （2．6）   

計   46（100．0）  12（・100．0）  †38（100．0）   

※ （）内は％   

表14 エ賃以外の収入の内容  

年金収入  年金以外の収入   人  数   

なし   22（66．7）   

障害基礎年金  2（6．1）  

31（94．0）  

5（15．2）  障害厚生年金  なし     公的手当て＋家族の援助  1（3．0）   
家族の援助   

年金なし    1（3．0）ノ   公的手当て＋家族の援助  1（3．0）  2 （6．0）   
計  33 （100．0）   

※1（）内は％  

※2 「障害厚生年金」は、障害基礎年金の併給者を含む  

ー37－   



3．3．3．福祉就労の者の状況（46名）   

「授産施設」の作業内容（表12）では、簡易作業が  

9名（19．6％）と最も多く、次いで織物、クリーニン  

グがそれぞれ7名（15．2％）、印刷製本関係が6名  

（13．0％）、組立・加工が4名（8．7％）となっていた。   

作業工賃の状況（表13）では、1～3万円未満の者  

が19名（41．3％）と最も多く、次いで5千円未満と5  

千～1万円未満がそれぞれ9名（19．6％）であった。  

過去の調査結果と比較すると、3万円未満は今回の調  

査では80．4％であったが、前回調査では75．0％、平成  

3年度では63．2％となっており、調査の実施ごとに低  

工賃の割合が増加してきている状況であった。   

工賃以外の収入については、46名中「なし」が9名  

（19．6％）、「あり」が33名（71．7％）、無回答4名  

（8．7％）であった。工賃以外の収入があった者の収入  

内容（表14）をみると、年金収入のあった者は33名  

中31名（94．0％）であった。   

当センター修了後の就職経験の状況は、46名中38  

名（82．6％）の者が就職経験はなく、5名（10．9％）  

が無回答であった。就職経験があった3名（6．5％）  

の退職理由は表15のとおりであった。   

表18 生活費の状況  

表15 福祉就労の退職理由  N＝3  

※複数回答  

表16 不就労の現在の状況  

区  分  人 数   

家庭にいる   25（64．1）   

仕事による収入のない施設へ入適所している  11（28．2）   

その他   2 （5．1）   

無回答   1（2．6）   

計   39（100．0）   

※（）内は％  

表17 不就労の退職理由  N＝6  
年金収入年金以外の収入  人  数   

なし  7（17．9）   

家族の援助  12（30．8）   
】     障口基礎年金  その他   

1（2．6）  

28（71．9）              公的手当て＋家族の援助  1（2．6）   

なし   5（12．8）  
障害厚生年金       家族の援助   

1（2．6）   

労災補償  その他   1（2．6）   

年金なし   
家族の援助   4（10．2）  

1（2．6）   その他  

無回答  6（15．4）   

計  39（100．0）   

区  分  内 容  1人数  

簡単な仕事しかなかった  1  

仕事内容  
自分の能力以上の仕事だった 1  

待 遇  給与が低かった   

通勤が大変だった   

身体状況  
身体の具合が悪くなった   3  

鯛でのコミュニケーシ］ンがうまくとれなかった  3  

職場環境        職場での人間関係がうまくいかなかった  3    旧  

職場の人の障害に対する理解が足りなかった  ロ   

そ  の  他  2   

※1（）内は％  

※2「障害厚生年金」は、障害基礎年金の併給者を含む  
※複数回答  

表19 就労形態別にみた職能訓練の有用性評価  

区  分   一般就労   自営・内職  福祉就労   不就労   計   

役に立っている   14（42．4）   7（100．0）   19（41．3）   13（33．3）   53（42．4）   
少し役に立っている   13（39．4）   0（0．0）   11（23．9）   11（28．2）   35（28．0）   

どちらともいえない   3（9．1）   0（0．0）   8（17．4）   4（10．3） 15（12．0）   

あまり役に立っていない   0（0．0）   0（0．0）   2（4．3）   4（10．3）  6（48）   

役に立っていない   2 （6．1）   0（0．0）   5（10．9）   6（15．4） 13（10．4）   

無回答  1（3．0）  0（0．0）   1（2．2）   1（2．6）L  3（2．4）   
計  33（100．0）  7（100．0）   46（100．0）   39（100．0）125（100．0）   

※（）内は％  
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3．3．4．不就労の者の状況（39名）   

「不就労」の現在の状況（表16）は、家庭にいる者  

が25名（64．1％）と最も多く、次いで仕事による収入  

のない施設へ入（通）所している者が11名（28．2％）で  

あった。   

当センター修了後の就職経験の状況は、就職経験の  

ない者が39名中32名（82．1％）、無回答1名（2．6％）  

であり、就職経験のあった6名（15．4％）の退職理由  

（表17）は、「身体の具合が悪くなった」「職場でのコ  

ミュニケーションがうまくとれなかった」「職場での  

人間関係がうまくいかなかった」がそれぞれ3名で最  

も多かった。   

生活費の状況（表18）では、年金収入のあった者は  

28名（71．9％）であった。  

3．4．職能訓練の有用性評価   

就労形態別にみた職能訓練の有用性評価の状況（表  

19）をみると、「役に立っている」「少し役に立ってい  

る」と回答した者の割合は、全体の70．4％であった。  

就労形態別にみると、「一般就労」では「役iこ立って  

いる」14名（42．4％）、「少し役に立っている」13名  

（39．4％）を合わせると、81．8％で高い割合を示し、  

「自営・内職」では7名全員（100．0％）が「役に立っ  

ている」と評価していた。「福祉就労」では、「役に立っ  

ている」19名（41．3％）、「少し役に立っている」11名  

（23．9％）を合わせて65．2％、同様に「不就労」では13  

名（33．3％）と11名（28．2％）を合わせて61．5％と、  

その有用性を評価している者が逓減していた。   

有用性に関する具体的意見・感想の結果（表20）、  

「役に立っている」「少し役に立っている」と答えた人  

の中では、「技能習得ができた」「仕事に活用されてい  

る」といった回答が最も多く、訓練内容が仕事等に現  

在も活かされているという状況が見られた。また、  

「日常生活全般において役立っている」「生活習慣が身  

についた」といった日常生活に関することや、「職業  

意識・責任感が身についた」といった職業生活に関す  

る回答もあった。   

「あまり役に立っていない」「役に立っていない」  

と答えた人の中では、「訓練内容が活用されていない」  

という回答が多く、「十分な訓練が受けられていない」  

「希望訓練ではなかった」といった訓練そのものに対  

する不満や「（訓練修了後も）仕事に就けない」といっ  

た回答も少数ながらあった。  

3．5．就労形態別にみた希望進路   

就労形態別にみた希望進路の状況（表21）では、現  

状を維持したいと考えている者の割合が高いのは、  

「一般就労」（72．7％）、「自営・内職」（85．7％）であっ  

た。また、転職または就職を望んでいる者は「不就労」  

の者に多く、51．3％と半数以上を占め、「福祉就労」  

表20 有用性評価の具体的内容  総件数＝86  

’件   

●「役に立っている」「少し役に立っている」と答えた人の理由   

技能習得ができた  28   

仕事に活用されている  10   

日常生活全般において役立っている  8   

（コミュニケーションの取り方等）   

職業意識・責任感が身についた  8   

生活習慣が身についた  3   

収入につながった  2   

仕事に就けた  1   

これから役立てたい  ll   

しい   ！；   

謝辞   

収入につながらない   

仕事内容と違う   

●「どちらともいえない」と答えた人の理由   

訓締内容が活用されていない   2  

仕事についているときは活用していたが、現在は無職  口   

障害上、適職に就けたかが不明   

現状報告   

●「役に立っていない」「あまり役に立っていない」と答えた人の理由   

訓練内容が活用されていない   8  

仕事に就けない   2   

十分な訓練が受けられていない   2   

希望訓練ではなかった   

一人一人の障害に合わせた訓練をして欲しい  

現状報告  1                      1   

※複数回答   

表21就労形態別にみた希望進路状況  

区  分  一般就労  自営・内職福祉就労   不就労   

現状維持   24（72．7）  6（85．7）21（45．7）   8（20．5）   

転職または就職＊  5（15．2）  0（0．0）  18（39．1）  20（51．3）   

自営・内職 1（3．0）  2（互3）（2．6）   

施設入（通）所  0（0．0）  0（0．0） 3（7．7）   

家庭   0（0．0）  0（0．町1（2．2）  

その他   3（9．1）  1（14．3）  1（2．2）  3（7．7）   

無回答   0（0．0）  0（0．0）  3（6．5）  4（10．3）   

計   33（100．0）  7（100．叫46（100．0）39（100．0）   

※1（）内は％  

※2 縦軸が希望進路状況、横軸が現在の就労形態である。  

＊「転蛋はたは就馳とは、那三就職しているものは転臥それ以外の者は就職という乱  
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表22 再訓練の希望内容  N＝31  も39．1％であった。なお、「一般就労」の中にも15．2  

％の者が転職を希望している状況であった。  

3．6．再訓練の希望   

再訓練の希望の有無の状況は、125名中31名  

（24．8％）が「希望あり」、89名（71．2％）が「希望な  

し」、無回答5名（4．0％）であった。再訓練を希望す  

る者にその訓練内容（表22）を尋ねたところ、最も多  

いのは、パソコン17名（54．8％）、一般事務7名  

（22．6％）、経理事務4名（12．9％）であった。その他  

の希望内容としては、織物・トールペイント・自動車  

訓練がそれぞれ4名（12．9％）、情報処理・製版・ク  

リーニングがそれぞれ3名（9．7％）電子電気・簡易  

作業がそれぞれ2名（6．5％）となっていた。  

3．7．困っていること・悩んでいること   

現在、「因っていること・悩んでいること」につい  

て自由回答で尋ねた。  

その結果、「一般就労」では、「業務組織の統合や自己・  

上司の評価による給与体系への変更など、会社が大き  

く変化していること」「会社での人間関係」「将来的に  

みて、仕事や生活費がどうなるのか不安」「正社員に  

なりたい」等、会社や仕事に関するものが多かった。  

また、「病気が治らないこと」といった病気に関する  

悩みや、「障害のため、あまり外出できず、友人もい  

ない」といった悩みもあった。   

「自営・内職」でiも「外出時の介助者がいないこ  

と」が挙げられていた。   

「福祉就労」では、施設に関する悩みが多数あった。  

具体的には「作業所の給料が少なすぎる」「施設の作  

業内容が急に変わったこと」「施設の中で仲の悪い人  

がいて嫌になってきている」「生活が不規則になった」  

「自分のスペースが狭い」など、作業工賃や作業内容、  

施設内での生活面などについてであった。また、「日  

常生活動作が自立できていないこと」「発話が明瞭で  

ないので相手に意思が通じないことが多い」「言われ  

たことを忘れてしまう」など、障害に関する悩みもあっ  

た。その他、「もう少しクリーニングの勉強をしたい」  

といった技能習得に関するものもあった。   

「不就労」では、「仕事がなく困っている」「なかな  

か仕事が決まらない」「長引く不況でよい仕事がない」  

といった雇用先がみつからないという悩みが最も多かっ  

た。また、「移動がしっかりできない」「外出はいつも  

母の運転で行かなければならない」「一人で外出する  

のはなかなか難しい」といった移動に関する悩みも多  

く見られた。「病のこと」「てんかんの病気があること」  

職能訓練部門  希望訓練内容1人数     即時の絹ワークショップ別納勒     1ワークト2ワーク   3ワークI叩－ク   

機械  0（0．0）   

削ワークショップ   
機械製図  0（0．0）  

電子・電気  2（6．5）  ロ   

簡易作業  2（6．5）  2  

織物   4（12．9）  3  1 

編物   0（0．0）  

1（3．2二）  

第2ワークショッフ  

「1  

ートルペイント 4（12．9）  3   口  

一般事務   7（22．6）  1 1   b  

経理事務  4（12．9）  4  

第3ワークショップ              情報処理  3（9．7）  3  

製版   3（9．7）  3  

パソコン  17（54．8）2   3  10  2   

第4ワークショップ  クリーニング  3（9．7）  ロ  2   

自動車訓練  自動車訓練  4（12．9）  1 2 1 

その他  その他   4（12．9）  ロ  6  2   

※1（）内は％  

※2 複数回答  

※3 その他の内訳：金属工芸1、生活訓練2、無回答1  

など病気に関するもの、その他、「医療費や税金が上  

がる」「経済的に生活が苦しい」など経済面の悩みも  

あった。  

3．8．職能訓練に対する意見・要望等   

職能訓練に対する意見・要望等の自由回答の結果は、  

謝意や現状報告、職能訓練の感想などが多かったが、  

中には職能訓練に対する批判や具体的な要望も出され  

た．。内容としては、「就職先での実習を実施してほし  

い」「希望者ヘインターネットの基礎を教えてはどう  

か」「訓練の自由意志を尊重して欲しい」「生活指導等  

に目を光らせて欲しい」「一人一人の障害を見極めて、  

きめ細かい訓練をして欲しい」「職リハに入ってもっ  

と勉強をしたかった」「一度修了しても、また入所し  

て勉強したい」などであった。  

4．考察・まとめ   

今回の調査により、職能訓練修了者の就労状況や生  

活状況等が明らかになった。   

就労形態の状況では、「一般就労」が徐々に減少、  

「自営・内職」は大幅に減少しており、逆に「福祉就  

労」は増加していた。また、「一般就労」「福祉就労」  

といった就労形態を問わず、仕事による収入が減少し  
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ている憤向がみられた。さらに、「一般就労」の仕事  

内容で、「クリーニング」が激減し、反対に「経理等  

事務」での就労者が増加していることが特徴的であっ  

た。これらにはさまざまな要因が考えられ、社会全体  

の雇用情勢、経済状況などを踏まえた分析が必要であ  

ろう。   

しかし、希望進路状況の回答で、「福祉就労」「不就  

労」の者の内、「就職」を希望する者が多いことや、  

因っていること・悩んでいることの回答で雇用先がな  

かなか見つからないことを挙げている者も多く、職能  

訓練としては就労に向けての対策を講じていく必要が  

あると考える。特に「不就労」は回答者の全体の3割  

強を占め、そのうち「就職」を希望する者が半数以上  

を占めるが、現状としてなぜ就労できていないかにつ  

いて分析することも必要であると思われる。   

このような状況の中でも、職能訓練の有用性に関し  

てi・ま、全体の約7割の者が職能訓練は「役に立ってい  

る」「少し役に立っている」と感じていることがわかっ  

た。それは、職能訓練を受けて、技能習得や仕事での  

活月ヨのみならず、生活習慣や日常生活上にも役立って  

いるという意識があるからであった。   

再訓練に関して、希望があったのは回答者の約4分  

の1であり、「一度修7しても、また入所して勉強し 

たい」といった意見があった。ただし、再訓練を希望  

する者の中でも、現在就労している仕事内容について、  

より高い技能習得を目指したい者、現在仕事には就い  

ていないが就労を希望している者、趣味的な訓練を希  

望する者に分かれると考えられ、これらは詳細なニー  

ズの把握が必要であろう。その結果、職能訓練として  

現実的にそのニーズの受け入れが可能と思われるもの  

に対しては、積極的な再訓練の受け入れについて検討  

すべきであると考えられる。   

また、再訓練の希望内容として、パソコンや事務系  

の希望が多く 、職能訓練に対する意見・要望等でも  

「希望者へインターネットの基礎を教えること」の提  

案があった。さらに、「一般就労」の仕事内容につい  

ても、「経理等事務」が最も多くを占めていることか  

ら、職能訓練に対するパソコンや事務系の再訓練の要  

望は高いと考えられる。   

因っていること・悩んでいることの項目では、就労  

に関する回答のほか、日常勺三括上での移動、介助、A  

DL面に関する回答も多く見られた。このことは職能  

訓練前のADL訓練や生活訓練、社会生活適応訓練の必  

要性をも示唆しており、今後の職能訓練のあり方の検  

討課題であることに加えて、関係する他部門との連携  

の必要性が望まれていると考えられる。   

本調査は平成15年度更生訓練所運営方針に基づき実  

施したものである。本調査を実施するにあたり、ご協  

力いただいた修了者とそのご家族・関係者、また様々  

な意見をいただいた更生訓練所の皆様方に心より感謝  

いたします。  
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